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あなた（又はあなたの家族）が利用しようと考えている認知症対応型共同生活介護サービスを提供す
るに際し、事業者として、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１
８年３月１４日厚生労働省令第３４号）第１０８条において準用する第９条の規定に基づき、契約を締
結する前にご注意いただきたい内容（サービス等の内容及び手続きの説明並びに同意に関する事項）に
ついての重要事項を次のとおり説明します。 

 

１ （介護予防）認知症対応型共同生活介護サービスを提供する事業者について 

事 業 者 名 称 社会福祉法人中江報徳園 

代 表 者 氏 名 理事長 長友 医継 

所 在 地 鹿児島市犬迫町５４０７番地２ 

電 話 番 号  ０９９－２３８－２１４０ 

F A X 番 号 ０９９－２３８－００８４ 

 

２ 利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について 

(1) 事業所の所在地等 

事 業 所 の 種 類 認知症対応型共同生活介護 

事 業 所 名 称 グループホームサンひまわり 

介 護 保 険 指 定 

事 業 所 番 号 
No ４６７０１０３８３９ 

事 業 所 所 在 地 鹿児島市下伊敷１丁目４４番１１号 

電 話 番 号 ０９９－２１８－２０４５ 

F A X 番 号 ０９９－２２９－０７１８ 

 

(2) 事業の目的及び運営の方針 

事 業 の 目 的 

社会福祉法人中江報徳園が設置運営する認知症対応型共同生活介護事業及

び介護予防認知症対応型共同生活介護事業「サンひまわり」の適正な運営

及び利用者に対する適正な介護の提供を確保し、事業の円滑なる運営を図

ることを目的とする。 

運 営 の 方 針 

 認知症である利用者が可能な限り共同生活において、家庭的な環境と地

域住民との交流のもとで、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上

の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるように援助に努める。 

 

 

(3)事業所の施設概要 

  建築 ＲＣ造 ４７４．８６ ㎡ 

敷地面積 ３３２．１７ ㎡ 

開設年月日 平成 １６ 年 ８ 月 ２４ 日 

ユニット数 ２ユニット 
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＜主な設備等＞ 

面   積  ４７４．８６ ㎡ 

居 室 数 １ユニット ９ 室 

１部屋につき ９．１１ ㎡ 

食   堂  １５．４３ ㎡ 

台   所 １ユニットにつき １ 箇所 

居   間 

（共同生活室） 

９．５４ ㎡ 

ト イ レ １ユニットにつき ３ 箇所 

浴   室 １２．７２ ㎡（脱衣所含む） 

事 務 室 １１．０６ ㎡ 

 

 

(4)サービス提供時間、利用定員 

サービス提供時間 24時間体制 

日中時間帯 ６ 時～ ２１ 時 

利用定員内訳 １８名   １ユニット９名 

      ２ユニット９名 

 

 

(5)事業所の職員体制 

 

管理者 

 

 

上 伸哉 

 

職 職 務 内 容 基準人員数 

管理者 

1 従業者及び業務の実施状況の把握その他の業務の管理を一

元的に行います。 

2 従業者に、法令等において規定されている指定認知症対応型

共同生活介護（介護予防認知症対応型共同生活介護）の実施

に関し、事業所の従業者に対し遵守すべき事項において指揮

命令を行います。 

常 勤 １名 

（ 兼 務 ） 

計画作成 

担当者 

1 適切なサービスが提供されるよう介護計画を作成します。 

2 連携する介護老人福祉施設、介護老人保健施設、医療機関等

との連絡・調整を行います。  

常 勤 ２名 

（ 兼 務 ） 

介護従業者 利用者に対し必要な介護および世話、支援を行います。 １０名以上 
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３ 提供するサービスの内容及び費用について 

(1) 提供するサービスの内容について 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容  

（介護予防）認知症対応型共同

生活介護計画の作成 

1 サービスの提供開始時に、利用者の心身の状況、希望及びそ

の置かれている環境を踏まえて、地域における活動への参加

の機会の確保等、他の介護事業者と協議の上、援助の目標、

当該目標を達成するための具体的なサービス内容を記載した

（介護予防）認知症対応型共同生活介護計画を作成します。 

2 利用者に応じて作成した介護計画の内容について、利用者及

びその家族に対して、説明し同意を得ます。 

3 （介護予防）認知症対応型共同生活介護計画を作成した際に

は、当該（介護予防）認知症対応型共同生活介護計画を利用

者に交付します。 

4 計画作成後においても、（介護予防）認知症対応型共同生活介

護計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて介護計画の変

更を行います。  

食       事 

1 摂食・嚥下機能、その他入所者の身体状況、嗜好を考慮した

食事を適切な時間に提供します。 

2 可能な限り離床して食堂で食事をとることを支援します。 

3 食事の自立に必要な支援を行い、生活習慣を尊重した適切な

時間に必要な時間を確保し、共同生活室で食事をとることを

支援します。 

日常生活上

の世話 

食事の提供及び

介助 

1 食事の提供及び介助が必要な利用者に対して、介助を行います。 

2 嚥下困難者のためのきざみ食の提供を行います。 

入浴の提供及び

介助 

１週間に 2回以上、事前に健康管理を行い、適切な方法で入浴の 

提供又は清拭（身体を拭く）、洗髪などを行います。 

排せつ介助 
介助が必要な利用者に対して、自立支援を踏まえ、トイレ誘導や

おむつ交換を行います。 

離床・着替え・整

容等 

1 寝たきり防止のため、できる限り離床していただくように配

慮します。 

2 生活リズムを考え、毎朝夕の着替えのほか、必要時に着替え

を行います。 

3 個人の尊厳に配慮し、適切な整容が行われるように援助しま

す。 

4 シーツ交換は、定期的に週１回行い、汚れている場合は随時

交換します。 

移動･移乗介助 
介助が必要な利用者に対して、室内の移動、車いすへ移乗の介助

を行います。 

服薬介助 
介助が必要な利用者に対して、配剤された薬の確認、服薬の介助、

服薬の確認を行います。 

機能訓練 

日常生活動作を

通じた訓練 

日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を

行います。 

レクリエーショ

ンを通じた訓練 

利用者の能力に応じて、集団的に行うレクリエーションや歌唱、

体操などを通じた訓練を行います。 

健康管理 

・医師による月１回の診察日を設け、利用者の健康管理につとめ 

 ます。 

・訪問看護との連携による心身の健康管理、保健衛生管理、身体 

機能の向上・健康維持のための指導などにつとめます。 

・薬剤師との連携による服薬管理をおこないます。 
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若年性認知症利用者 

受入サービス 

若年性認知症（40歳から 64歳まで）の利用者ごとに担当者を定

め、その者を中心にその利用者の特性やニーズに応じたサービス

提供を行います。 

その他 

1 利用者の選択に基づき、趣味･趣向に応じた創作活動等の場を

提供します。 

2 良好な人間関係と家庭的な生活環境の中で、日常生活が過ご

せるよう、利用者と介護事業者等が、食事や掃除、洗濯、買

い物、レクリエーション、外食、行事等を共同で行うよう努

めます。 

3 利用者・家族が必要な行政手続き等を行うことが困難な場合、

同意を得て代わって行います。  

4 常に利用者の心身の状況や置かれている環境等の的確な把握

に努め、入所者、家族に対し、その相談に応じるとともに、

必要な支援を行います。 

5 常に家族と連携を図り、利用者・家族との交流等の機会を確

保します。  

 

 

 

 

 

 

 

（2）介護保険給付サービス利用料金 

≪認知症対応型共同生活介護費・短期利用共同生活介護費≫ 

・共同生活住居数が２以上 

サービス提供時間 

 

事業所区分・要介護度 

基本単位 利用料 
利用者負担額 

 1割負担 2割負担 3割負担 

Ⅱ
 

要介護１ 752 7,520円 752円 1,504円 2,256円 

要介護２ 787 7,870円 787円 1,574円 2,361円 

要介護３ 811 8,110円 811円 1,622円 2,433円 

要介護４ 827 8,270円 827円 1,654円 2,481円 

要介護５ 844 8,440円 844円 1,688円 2,532円 

 

サービス提供時間 

 

事業所区分・要介護度 

基本単位 利用料 
利用者負担額 

 1割負担 2割負担 3割負担 

短
期
利
用Ⅱ

 

要介護１ 780 7,780円 780円 1,560円 2,340円 

要介護２ 816 8,160円 816円 1,632円 2,448円 

要介護３ 840 8,400円 840円 1,680円 2,520円 

要介護４ 857 8,570円 857円 1,714円 2,571円 

要介護５ 873 8,730円 873円 1,746円 2,619円 
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≪介護予防認知症対応型共同生活介護費・介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費≫ 

 

・共同生活住居数が２以上 

サービス提供時間 

 

事業所区分・要介護度 

基本単位 利用料 
利用者負担額 

 1割負担 2割負担 3割負担 

Ⅱ 748 7,480円 748円 1,496円 2,244円 

 

サービス提供時間 

 

事業所区分・要介護度 

基本単位 利用料 
利用者負担額 

 1割負担 2割負担 3割負担 

Ⅱ(短期利用) 776 7,760円 776円 1,552円 2,328円 

※ 身体拘束廃止に向けての取り組みとして、身体拘束適正化の指針整備や適正化委員会の開催、定期

的な職員研修の実施などを行っていない場合は、上記金額の 90/100となります。 

※ コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価として２０２１年９月末までの間、介護保険

給付サービス利用料金に対して０．１％上乗せとなります。 

 

 

(3)加算料金 

 以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

加算 
基本 

単位 
利用料 

利用者負担 

算定回数等 1割負

担 

2割負

担 

3割負

担 

夜間支援体制加算（Ⅰ） 50 522円 53円 105円 157円 １日につき 

認知症行動・心理症状緊

急対応加算 
200 2,000円 200円 400円 600円 １日につき 

若年性認知症利用者受入

加算 
120 1,200円 120円 240円 360円 １日につき 

看取り介護加算★ 

72 720円 72円 144円 216円 
死亡日以前３１日以上 

４５日以下 

144 1,440円 144円 288円 432円 
死亡日以前４日以上 

３０日以下 

680 6,800円 680円 
1,360

円 

2,040

円 
死亡日の前日及び前々日 

1,280 12,800円 
1,280

円 

2,560

円 

3,840

円 
死亡日 

初期加算 30 300円 30円 60円 90円 １日につき 

医療連携体制加算(Ⅰ) 39 390円 39円 78円 117円 １日につき 

退居時相談援助加算 400 4,000円 400円 800円 
1,200

円 
１回につき 

認知症専門ケア加算（Ⅰ） 3 30円  3円 6円 9円 １日につき 

生活機能向上連携加算 100 1,000円 100円 200円 300円 
１月につき 

(初回の算定から３月間) 

口腔衛生管理体制加算 30 300円 30円 60円 90円 １月につき 
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口腔・栄養スクリーニン

グ加算 
20 200円 20円 40円 60円 

１回につき（利用開始か

ら６ヶ月ごと） 

栄養管理体制加算 30 300円 30円 60円 90円 １月につき 

入退院支援加算 246 2,460円 246円 492円 738円 
１日につき 

（１月に６日限度） 

サービス提供体制強化加

算（Ⅰ） 
22 220円 22円 44円 66円 １日につき 

介護職員等特定処遇改善

加算（Ⅰ） 

所定単

位数の 

31/100

0 

左記の単

位数×地

域区分 

左記の 

1割 

左記の 

2割 

左記の 

3割 

基本サービス費に各種加

算減算を加えた総単位数 

（所定単位数） 

※介護職員処遇改善加

算、介護職員等ベース

アップ等支援加算を除く 

介護職員処遇改善加算

（Ⅰ） 

所定単

位数の 

111/10

00 

左記の単

位数×地

域区分 

左記の 

1割 

左記の 

2割 

左記の 

3割 

基本サービス費に各種加

算減算を加えた総単位数 

（所定単位数） 

※介護職員等特定処遇改

善加算、介護職員等ベー

スアップ等支援加算を除

く 

介護職員等ベースアップ

等支援加算 

所定単

位数の

23/100

0 

左記の単

位数×地

域区分 

左記の 

1割 

左記の 

2割 

左記の 

3割 

基本サービス費に各種加

算減算を加えた総単位数 

（所定単位数） 

※介護職員等特定処遇改

善加算、介護職員処遇改

善加算を除く 

化学的介護推進体制加算 40 400円 40円 80円 120円 １月につき 

 

 

(4)その他の費用について 

以下の金額は利用料金の全額が利用者の負担になります。 

①住居費 月額  ４１，７００円 （１日当たり １，３９０円） 

②食費 朝食 ２５６円/回 昼食 ４５２円/回 夕食 ３７６円/回 

③光熱水費 

日額 ２２０円 

共用部分の光熱水費は除きます。 

また、外泊などにより、当該事業所に終日いない日に限っては、光熱

水費を頂戴しません。 

④寝具一式 日額 １１０円 （希望者のみ） 

⑤理美容費 実費 

⑥おむつ費用 実費 

⑦おむつ廃棄費用 １ヶ月（２７，５００円÷廃棄延人数）×御一人様廃棄日数 

⑧その他 

日常生活において通常必要となるものに係る費用で、利用者が負担す

ることが適当と認められるもの。 

・利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なもの。 

・利用者の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なもの。 

月途中における入退居について日割り計算としています。 
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４ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）その他の費用の請求及び支払い方法について 

① 利用料、利用者負担額

（介護保険を適用す

る場合）、その他の費

用の請求方法等 

ア 利用料利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費

用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの合計金額によ

り請求いたします。 

イ 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月１８日まで

に利用者あてにお届け（郵送）します。  

② 利用料、利用者負担額

（介護保険を適用す

る場合）、その他の費

用の支払い方法等 

ア サービス提供の都度お渡しするサービス提供記録の利用者控えと

内容を照合のうえ、請求月の末日までに、下記のいずれかの方法

によりお支払い下さい。 

(ア)事業者指定口座への振り込み 

(イ)利用者指定口座からの自動振替 

(ウ)現金支払い 

イ 支払いの確認をしましたら、支払い方法の如何によらず、領収書

をお渡ししますので、必ず保管されますようお願いします。 

 

※ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の支払いについて、正当な理

由がないにもかかわらず、支払い期日から２月以上遅延し、さらに支払いの督促から 14 日以内に

支払いが無い場合には、サービス提供の契約を解除した上で、未払い分をお支払いいただくことが

あります。 

 

 

５ 入退居に当たっての留意事項 

（1） 指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護の対象者は、要介護（要支援者）であって認知症で

あるもののうち、少人数による共同生活を営むことに支障がない者とし、次のいずれかに該当す

る者は対象から除かれます。 

 ①認知症の症状に伴う著しい精神症状を伴う者 

 ②認知症の症状に伴う著しい行動異常がある者 

 ③認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者 

（2） 入居申込者の入居に際しては、主治医の診断書等により、当該入居申込者が認知症の状態にある

ことの確認を行います。 

（3） 入居申込者が入院治療を要する者であること等、入居申込者に対して自ら必要なサービスの提供

が困難であると認められた場合は、他の適切な施設、医療機関を紹介する等の適切な措置を速や

かに講じます。 

（4） 利用者の退居に際しては、利用者及びその家族の希望、退居後の生活環境や介護の連続性に配慮

し適切な援助、指導を行うとともに、居宅介護支援事業者等や保健医療、福祉サービス提供者と

密接な連携に努めます。 

 

 

６ 衛生管理等 

① 衛生管理について 

利用者の使用する施設、食器その他の設備又は引用に供する水について、衛生的な管理に努める

とともに、衛生上必要な措置を講じます。 
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② 感染症対策マニュアル 

ノロウイルス・インフルエンザ等の感染症予防マニュアルを整備し、従業者に周知徹底していま

す。 

また、従業者への衛生管理に関する研修を年２回行っています。 

③ 他関係機関との連携について 

事業所において食中毒及び感染症が発生し又は蔓延しないように必要な措置を講じます。また、

食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、指導を

求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

 

 

７ 緊急時の対応方法について 

指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護の提供中に、利用者の病状の急変が生じた場合、その

他必要な場合には、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者

が予め指定する連絡先にも連絡します。また、主治医への連絡が困難な場合は、救急搬送等の必要

な措置を講じます。 

また、利用者の急変時、救急車を要請し、当法人の職員が同乗して救急搬送した場合、当該職員が

当事業所へ帰所するための交通費(実費)をご負担いただきます。 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護等の提供により事故が発生した場合は、

市町村、利用者の家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。事故については、事業所と

して事故の状況、経過を記録し、原因の分析、再発防止のための取り組みを行います。 

また、利用者に対する指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護等の提供により賠償すべき事故

が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

【居宅支援事業所の窓口】 

事業所名： 

所在地： 

電話番号： 

担当介護支援専門員： 

【協力医療機関】 

（協力医療機関一覧） 

医療機関名：玉水会病院 

所 在 地：鹿児島市下伊敷１丁目１番５号 

電話番号：０９９－２２３－３３３０ 

FAX番号： 

受付時間 

診 療 科：内科・神経内科 

【主治医】 

医療機関名： 

氏    名： 

電話番号： 

【家族等緊急連絡先】 

氏  名：           続柄： 

住  所： 

電話番号： 

携帯電話： 

勤務先： 
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なお、事業者は、下記の損害賠償保険及び自動車保険（自賠責保険・任意保険）に加入しています。 

損害賠償 

責任保険 

保険会社名 損害保険ジャパン（株） 

保 険 名 ウォームハート 

補償の概要 被害者事故対応費用 １，０００万円 

自動車保険 

保険会社名 損害保険ジャパン（株） 

保 険 名 一般自動車保険 ＳＧＰ 

補償の概要 対人・対物賠償無制限、人身傷害 ５，０００万円 

 

 

９ 非常災害対策 

① 事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り組みを行い

ます。 

災害対策に関する担当者（防火管理者）職・氏名：（ 介護職 川原 豊弘 ） 

② 非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等の災害に対処するための計画を作成し、非常災害

時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業員に周知します。 

③ 定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。 

避難訓練実施時期：（毎年２回） 

 

 

10 サービス提供に関する相談、苦情について 

(1) 苦情処理の体制及び手順 

ア 提供した指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護等に係る利用者及びその家族からの相談

及び苦情を受け付けるための窓口を設置します。（下表に記す【事業者の窓口】のとおり） 

イ 相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。 

 

 

(2) 苦情申立の窓口 

【事業者の窓口】 

（事業者の担当部署・窓口の名称） 

担 当 者：上 伸哉 

所 在 地：鹿児島市下伊敷 1丁目４４番１１号 

電話番号：０９９－２１８－２０４５ 

FAX番号：０９９－２２９－０７１８ 

受付時間：月～土曜日８：３０～１７：３０ 

 （日、祝日を除く。） 

【市町村（保険者）の窓口】 

名  称：鹿児島市健康福祉局すこやか長寿部介護保険

課給付係 

所 在 地：鹿児島市山下町１１－１  

電話番号：０９９－２１６－１２７７ 

受付時間：８：３０～１７：１５（土日、祝日、年末・

年始を除く。） 

名  称：鹿児島県福祉サービス運営適正化委員会 

（県社会福祉協議会）  

所 在 地：鹿児島市鴨池新町１－７ 

電話番号：０９９－２８６－２２００ 

FAX番号：０９９－２５７－５７０７ 
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受付時間：８：３０～１７：１５（土日、祝日、年末・

年始を除く。） 

名  称：鹿児島県国民健康保険団体連合会 介護保険

課 

所 在 地：鹿児島市鴨池新町６－６ 鴨池南国ビル内 

電話番号：０９９－２０６－１０８４ 

FAX番号：０９９－２５０－４３０７ 

受付時間：９：００～１７：００（土日、祝日、年末・

年始を除く。） 

11 サービスの第三者評価の実施状況について 

 当事業所で提供しているサービスの内容や課題等について、第三者の観点から評価を行っています。 

【実施の有無】 有 

【実施した直近の年月日】 令和 ４年１２月６日 

【第三者評価機関名】 特定非営利活動法人ＮＰＯさつま 

【評価結果の開示状況】 
介護サービス情報の公表制度のホームページ 

http://www.wam.go.jp/ 

 

12 情報公開について 

  事業所において実施する事業の内容については、当法人ホームページにおいて公開しています。 

 

13 秘密の保持と個人情報の保護について 

① 利用者及びその家族に関する秘密の

保持について 

① 事業者は、利用者又はその家族の個人情報につい

て「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働

省が策定した「医療・介護関係事業者における個

人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵

守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」

という。）は、サービス提供をする上で知り得た利

用者又はその家族の秘密を正当な理由なく、第三

者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供

契約が終了した後においても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又は

その家族の秘密を保持させるため、従業者である

期間及び従業者でなくなった後においても、その

秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の

内容とします。  

② 個人情報の保護について 

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限

り、サービス担当者会議等において、利用者の個

人情報を用いません。また、利用者の家族の個人

情報についても、予め文書で同意を得ない限り、

サービス担当者会議等で利用者の家族の個人情報

を用いません。 

② 事業者は、利用者又はその家族に関する個人情報

が含まれる記録物（紙によるものの他、電磁的記

録を含む。）については、善良な管理者の注意を

もって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩

を防止するものとします。 
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③ 事業者が管理する情報については、利用者の求め

に応じてその内容を開示することとし、開示の結

果、情報の訂正、追加または削除を求められた場

合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必

要な範囲内で訂正等を行うものとします。(開示に

際して複写料などが必要な場合は利用者の負担と

なります。)  

 

 

14 虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じま

す。 

（1） 虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 管理者  上 伸哉 

（2） 成年後見制度の利用を支援します。 

（3） 苦情解決体制を整備しています。 

（4） 従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。それらの研修等を通じて、

従業者の人権意識の向上や、知識・技術の向上に努めます。 

（5） 個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。 

（6） 従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業者が利用者等の権利

擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

 

 

15 身体拘束について 

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれがある

場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、利用

者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行うことが

あります。その場合は、身体拘束の内容、目的、拘束の時間、経過観察や検討内容を記録し、５年

間保存します。 

また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

（1） 緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に危険が及ぶ

ことが考えられる場合に限ります。 

（2） 非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことを防

止することができない場合に限ります。 

（3） 一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場合は、

直ちに身体拘束を解きます。 

 

 

16 地域との連携について 

① 運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地域との交流に努

めます。  
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② 指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住

民の代表者、本事業所が所在する圏域の地域包括支援センターの職員、（介護予防）認知症対応型

共同生活介護について知見を有する者等により構成される協議会（以下、この項において「運営推

進会議」と言います。）を設置し、概ね２月に１回以上運営推進会議を開催します。 

③ 運営推進会議に対し、サービス内容及び活動状況を報告し、運営推進会議による評価をうけるとと

もに、必要な要望・助言等を聴く機会を設けます。また、報告・評価・要望・助言等についての記

録を作成し、公表します。 

 

 

17 サービス提供の記録 

① 指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護等を提供した際には、提供した具体的なサービス内容

等の記録を行うこととし、その記録はサービス提供の日から５年間保存します。 

② 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求することが

できます。 

③ 入居に際して入居年月日及び事業所名称を、退居に際して退居年月日を介護保険被保険者証に記載

いたします。 

 

 

18 重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日 年   月   日 

 

上記内容について、利用者に説明を行いました。 

事

業

者 

所 在 地 
鹿児島県鹿児島市犬迫町５４０７番地２ 

法 人 名 
社会福祉法人 中江報徳園 

代 表 者 名 長友 医継     

事 業 所 名 
グループホーム サンひまわり 

説 明 者 氏 名  

 

 事業者から上記の内容の説明を受け、内容について同意し、重要事項説明書の交付を受けました。 

利用者 

住 所 
 

氏 名  

 

代理人 

住 所 
 

氏 名  

  


